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は じ め に

近年､コンピュータに代表されるME(Micro
Electronics)技術が急速に発達し､｢ME革命｣

と呼ばれるような新 しい事態が生まれている｡生

産工場に導入されているME技術の主なものはN

C工作機械や産業用ロボットであり､これらはF

A(FactoryAutomation)の中心をなしているo

ME技術は生産工場はか りでなく､企業の事務

･販売部門にも導入されている｡銀行のオンライ

ンシステムはその典型である｡事務 ･販売部門に

導入されたME技術はOA(OfficeAutomation)
と呼ばれ､オフィスコンピュータ､VDT(視覚

表示付端末器)､ ワードプロセッサ､ファクシミ

リなどが一体となって構成されている｡OA化の

波は一般企業のみならず､病院 ･自治体などにも

押し寄せている｡

そればか りか､我々の身の回 りにはME技術を

用いた製品があふれている｡ラジオ､テレビ､時

計､カメラ､エアコン､電子 レンジ､ステレオ､

ビデオ､自動販売機､自動車等々､枚挙に暇がな

いほどである｡このほか､CTスキャナーなどの

医療機器､電車の自動停止装置 (ATS)､ 飛行

機の慣性航法装置 (INS)などにもME技術が
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取 り入れられている｡今や､ME技術は我々の生

活のすみすみにまで浸透してお り､ME技術なし

には生活そのものが成 り立たなくなっているとい

っても過言ではないであろう｡

このような急激なME化は労働者の労働生活に

影響を与えずにはおかないのであって､雇用､労

働の質 (熟練労働の変化など)､ 安全衛生などの

諸側面において従来あまり見ることのできなかっ

たような新しい問題を発生させてい震 折 しも､

労働省は ｢昭和 60年版 労働自書｣に ｢技術革新

(-イクロエレクトロニクス)下の労働と能力開

発｣という副題を付して刊行した｡ME化のもと

での労働の変化とそれへの対応が政府の労働行政

の最重点課題になっているのである｡他方､労働

組合の側も､1980年代に入る頃からME化に対す
(2)

る二本格的な取組みを始めている｡

ME化の展開があまりにも急速であったせいか､

現状ではME化が労働に及ぼす影響について必ず

しも十分に解明されるには至 っていない｡ しかし､

ME化が時代の趨勢であるとするならは､我々は

これを避けて通ることはできない｡以上のような

認識のもとに､太稿はME化のもとで労働生活に

どのような変化が生じ､労働組合がこれにどのよ

うに対応 しようとしているのか､その問題点と改

善の方向を､長野県の事例にもふれながら考察し

ょぅとするものであ岩3i

I ME化の特徴 と現状

1. MEとその特性

まず､MEとは何か､簡単に定義することから

始めよう｡M･A･ジャックは言 う｡ ｢マイクロエ

レク トロニクスは､これまで何千個もの単体の ト
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ランジスタ (それ以前は真空管であった)で実現

されていた機能を､小さなシリコンチップの上に

高い信板性をもたせて組み込むことを可能にした
(4〉

技術のことである｣｡ 端的に言えは､MEとは集

積回路(iC､IntegratedCircuit)を用いた技術

のことである｡

集積回路 (以下､ ICと言う)の特徴として､

小型化､軽量化､低価格化､省エネルギー､高信

頼性などをあげることができる｡小型化について

言えは､ICは通常 5ミリ四方のシリコン基板の

上に最大 1,000個の トランジスタ､抵抗などの素

子を組み込んでいる｡真空管 1,000太分の機能が

現在ではわずか数 ミリ四方のシリコン基板で実現

しているのである｡ ICよりも集積度の高いもの

に､LSI(LargeScaleIntegration)および

超LSi(VeryLargeScaleIntegration,VS
LIとも言 う)がある｡前者は最大 1万個の素子

を､後者は数十万個の素子を組み込んでいるので

あるから､現在の ICには真空管時代と比較する

と想像を絶するはどの小型化が実現されているの

である｡

つぎに､低価格化について述べておこう｡写真

製版技術を応用した製造プロセスの改良､電卓 ･

テレビなどの民生機器を中心とした需要の増大､

集積度の高い ICの開発等々の事情が相陰って､

ICが量産されるようになり､しかも年々その単

価が引き下げられている｡わが国の場合､昭和50

年に IC平均単価は357円であったが､昭和58年

には 183円であり､ 8年間で平均単価がほぼ半額
(5)

になっているのである｡以上のような小型化､低

価格化のはかに､ ICは電力消費が少ないなどの

省エネルギー性､故障が少ないなどの高信頼性と

いった特徴をもっている｡

こうした ICを用いた代表的製品がマイクロプ

ロセッサ (演算などのデータ処理装置)であり､

マイクロコンピュータ (マイクロプロセッサに記

憶装置､入出力装置等を付加したもの)である｡

これらの機器は小型化､低価格化､省エネルギー

性､高信頼性といった特徴をもつためにさまざま

な枚械 ･機器に組み込むことが可能となり､その

応用範囲はきわめて広範囲に及び､ME較器 ･製

品として多 くの人々に利用されているのである｡
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2. ME機器の社会経済的特質

ここでは生産工場で使用されている主要な二つ

のME機器 - NC工作機械と産業用ロボット一

一に限定して述べることにしよう｡まず､NC工

作磯械であるが､NCとはnumericalcotrol,す

なわち数値制御のことである｡NC工作機械は加

工順序を数値化し､数値制御テープを作成し､そ

れに入力された情報を機械に指令して労働者の手

腕によらずに自動的に加工する機械である｡NC

工作擬桟には､NC施盤､MC(マシニングセン

ター)､NC放電加工機､NCフライス盤などの

種質があるが､このうちMCは何種類もの工具を

自動的に交換 しながら各種の加工作業を行なう多

能工作機械である｡NC工作較祝,D生産台数は昭

和 50年には2,188台であったが､昭和 58年には
(6)

26,398台-と8年間で12倍にも増えている｡

産業用ロボットとは ｢人間の上肢 (腕や手)の

動作政能に析似した自由度の高い動作機能を有す

るか､または感覚機能および認識機能によって自

由に行動できるもの｣ (日太産業用 ロボット工業

会の定義)である｡産業用ロボ ットには制御部が

あり､ここにコンピュータが組み込まれてお り､

作業の順序､位置､経路等の情報が入力されてい

る｡生産工場で使用されている産業用 ロボットと

して､溶接用､塗装用､組立作業用､切断作業用､

検査用等々の種類があり､自動搬送機も産業用ロ

ボットである｡このほか､農林 .水産 ･畜産用､

土木 ･建設用､宇宙開発用､海洋開発用､防災用､

福祉用の各種のロボットが開発されており､今後､

ロボットの応用範囲はきわめて広範囲なものにな

ることが予測されi7i産業用.]ポ ットの生産台数

は昭和 50年には271台であったが､昭和 57年に
(8)

は6,453台-と急増している｡昭和 55(1980)午

は ｢ロボット元年｣と呼ばれたように､この時期

から生産台数が急伸するとともに､ロボットに関

する世間一般の関心も増大したのである｡

ところで､NC工作機械や産業用 ロボットなど

に代表されるME機器による技術革新の特徴は何

であろうか｡岡部晃三氏は次の四点を指摘してい
(9)

る｡第一に､ME機器は単体で生産工程の一部に

導入できることである｡したが って､ME機器は

大企業はもちろんのこと､資走力の小さい中小企

業においても導入が可能であil:第二は､オート



メ-ショソの形態からみて､プログラマブルオー

トメーション(programableautomation)だとい

うことである｡従来のような全生産工程を統一的

に自動化するプロセスオー トメーションではなく､

ME化による技術革新はあくまでもプログラム可

能な領域における自動化だということである｡第

三は､多品種少量生産のための技術ということで

ある｡従来の生産方式が少品種大量生産の技術で

あったのに対して､ME機器はプログラムを変え

ることにより多品種の生産に対応できる柔軟な生

産システムである｡第四は､製品の品質､精度の

向上 ということである｡NC工作機械は均質な製

品の生産､仕損 じ (オシャカ)の減少という点で

人力に依拠する従来型汎用擬を凌駕 している｡加

えて､NC工作枚枕は人力では及ばない高い精度

の作業を確実かつ反復的に行なうことができ､人

力をもっては不可能な複雑な作業 (曲線の切削な

(1u
ど)をもこなすことができるのである｡

以上の諸点がME機器による技術革新の社会経

済的特質である｡

3. ME機器の導入状況

ME機器の導入状況を労働省統計情報部の ｢技u)
術革新と労働に関する調査｣(昭和57年11月調査｡

以下 ｢労働省調査｣という)で見ることにしよう｡

まず､ME機器を生産工程に導入 している事業

所の割合が59.3%､導入していない事業所の割合

が40.7ヲ乙であるから､ほは 6割の事業所で導入し

ていることになる｡導入 していない事業所のうち､

今後 1年以内に導入を予定 している事業所の割合

が 2.6ヲ乙､今後 2- 3年以内に導入を予定 してい

る事業所の割合が 6.6%である｡導入していない

事業所でも､その 1割近 くは数年内に導入を予定

している｡ (第 1表参照)0

第 1表 集積回路利用機器の導入､生産及び集積回路の生産の有無

並びに今後の導入予定時期別事業所割合

(単位 :%)

区 分 計 有 蘇
計 今後の導入予定 (M.A.)

1年 以 内 2- 3年以内

｢機器｣ の導入 100.0 59.3 40.7 2.6 6.6

｢機器｣ の生産 100.0 13.1 86.9

凶 1) ｢M.A.｣は､複数回答を示す｡以下各表において同じ｡

2) ｢-｣は､当該調査がないことを示す｡以下､各表において同じ｡

つぎに､産業別にみると､ME機器を導入 して

いる事業所の割合が高い産業の順は次のとお りで

ある｡ (第2表参照)0

① 一般機械 (74.2%)､輸送用機器 (72.6%)､

電気機器 (71.5%)および精密機器 (68.4%)

の機械製造 4業種､出版 ･印刷 (69.270),

② 化学､石油 ･石炭､･金属製品､非鉄金属､

鉄鋼および家具 ･装備品 (以上 60%前後)0

③ 食料品 ･たばこ､鉄雄､衣服 (40-50%)0

④ 木材 ･木製品 (36.5%).

また､工程別にみると､加工工程では89.0%で

ほとんどの事業所で導入されてお り､ついで､組

立工程 (48.3%)､検査工程 (52.1%)でほぼ50%､

運搬工程では26.7%となっている｡規模別にみる

と､各工程 とも大規模な事業所ほど割合が高 くな

っており､とりわけ 1,000人以上の事業所では加

工工程 (95.2%)だけでなく､組立工程 (75.3%)

や検査工程 (80,0プg)でも高い導入率を示している

(第 3表参照)｡ 以上から､ME機器は規模の大

小を問わず加==程への導入率が高 く､大企業で
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第 2蓑 産業及び事業所規模別集積回路利用機器導入事業所割合

並びに今後の導入予定事業所割合
(単位 :罪)

産業 ･事業所規模 導入事業所割合
今後の導入予定 (M.A.)

1年以内に予定 2- 3年以内に予定

調 査 産 業 計

1,000人以上

300- 999人

100- 299人

食 料 品 ･ た ば こ

織 維

衣 服

木 材 ･木 製 品

家 具 ･ 装 備 品

パルプ ･紙 ･紙加工品

出 版 ･ 印 刷

化 学 ､ 石 油 ･石 炭

ゴ ム ･ 皮 革

窯 業 ･土 石

鉄 鋼

非 鉄 金 属

金 属 製 品

一 般 機 械

電 気 機 器

輸 送 用 攻 器

精 密 機 器

武 器 ･そ の 他

3

6

1

2

6

8

8

5

9

1

2

6

2

6

9

6

0

2

5

6

4

1

9

5

7

1

3

8

7

6

8

2

9

1

3

8

9

0

1

4

1

2

8

1

5

9

7

5

4

3

4

3

5

5

6

6

4

4

5

6

6

7

7

7

6

5

2.6

0.5

1.9

2.9

3,8

2.5

3.0

2.4

5.1

3.9

2.1

1.6

1.5

3.0

1.4

2.4

2.7

2.0

2.6

2.4

0.9

3.0

6.6

1.6

3.8

7.8

6.2

9.5

5.2

8.4

10.6

5.7

4.8

7.2

10.0

ll.2

5.3

7.7

6.7

5.4

5.0

6.3

7.1

5.0

陸I 1)導入事業所割合及び今後の導入予定における事業所割合は､いずれも全事業所に対する割合である｡
2)今後の導入予定は､現在 ｢楼器｣を導入していない事業所について質問したものである｡

は組立､検査工程でも高い導入率になっているこ

とがまっか る｡

ME按器を導入 した時期については､昭和45-

49年が 24.5ヲ岩､ 50- 54年が40.6ヲg､55年以降

(調査時点 57年 10月)が 28.3%であり､約 7割の

事業所が50年以降にME機器を導入している｡規

模別にみると､規模の大 きい事業所ほど導入時期

が早く､小さい事業所ほど導入時期も遅いことが

わかる｡ (第 4表参照 )｡

最後に､各事業所がM E機器を導入する理由は

何であろうか｡回答の多か った順に上位 3位まで

記すと､ (丑 ｢省力化のため｣ (63.2%)､

② ｢製品の品質 ･精度の向上のため｣ (62.5プg)､
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③ ｢製品のコス トダウンのため｣(33.2%)とな

っている｡

以上の 3つが導入の三大理由で､ ｢価格が安 く

な り､購入可能となったため｣ (9.8ヲg)､ ｢人手

不足-の対処のため｣ (4.6%)､ ｢職場環境の改

善のため｣ (4.1%)等は低い割合となっている｡

この導入理由に関しては規模別にみてもそれほど

大きな違いはないと思われる｡ (第 5表参照)｡

上記の三大理由のうち､(丑と(罫はコス ト低減にか

かわ り､②は品質の向上にかかわる｡ME機器の

導入はコス トと品質の両面においてメリットをも

っているのである｡



第3表 事業所規模､工程及び集積回路利用機器の導入状況別工程割合

(単位 :罪)

工程 .事業所規模 計 導 入 し て い る

計 麿 の大部分封 毒程の一部覧

加 工 工 程 (93.4)100.0 89.0 8,6 80.4

1,000人 以 上 (97_2)100.0 95.2 12.9 82/3

300- 999^ (93.4)100.0 91.7 9.4 82.3

100- 299人 (92.9)100.0 86.9 7_7 79.2

組 立 工 程 (61.0)100.0 48.3 6.1 42.1

1,000人 以 上 (77.7)100.0 75.3 10.9 64,5

300- 999人 (62.0)100.0 57.4 7.3 50.1

100- 299人 (58.2)100.0 38.9 4.7 34.2

検 査 工 程 (88.7)100.0 52.1 7.4 44,7

1,000人 以 上 (94.9)100.0 80.0 12.2 67.8

300- 999人 (91.3)100.0 62.0 8.7 53.3

100- 299人 (86.7)100.0 43.1 6.0 37.1

運 搬 工 程 (73.4)100.0 26.7 2.6 24.1

1,000人 以 上 (86.6)100.0 56.9 3.2 53.6

300- 999人 (77.4)100.0 34.6 3.0 31.6

100- 299人 (69,8)100.0 17.6 2.2 15.3

そ の 他 の工 程 (60.0)100.0 46.3 4.0 42.3

1,000人 以 上 (70.4)100.0 66.0 4.7 61.3

300- 999人 (63.8)100.0 51.7 5.4 46.3

100- 299人 (56,8)100.0 40.2 3.2 37.0

組 1) ( )内の数字は､導入事業所 (｢機器｣を工程に導入している事業所をいう｡以下同じ｡)のうち､

当該工程を有する事業所の割合である｡

2) 工程の区分は次による｡

工場で原材料や部品を投入して製品を製造するために直接必要な作業 (直接工程)とその作業に密接に

関連する補助的作業 (間接工程)とが行われる部門について､直接工程を ｢加工工程｣と ｢組立工程｣に､

間接工程を ｢運搬工程｣と ｢検査工程｣及び ｢その他の工程｣とに分けている｡

これらの工程の意味は次のとおり｡

① ｢加工工程｣---原材料の物理的形状や化学的性質を変えて他の工業用原材料 ･部品又は最終製品
を製造する工程｡ただし､次の組立工程を除く｡

② ｢組立工程｣-･-･･加工工程で製造された部品を組合わせて横桟器具や家具木製品等 (これらの部分
品の組立も含む｡)を製造する工程｡

③ ｢運搬工程｣･･--･原材料 ･部品の搬入､半製品の移動､製品の搬出を行う工程｡

④ ｢検査工程｣---原材料 ･部品､製品及び半製品の計量 ･検査 ･分析を行う工程｡

⑤ ｢その他の工程｣-･上記以外の工程 (充填,包装､荷造､結束､倉庫保管､空調､電力､用水､汽かん等)0

なお､検査や運搬の作業が ｢加工工程｣や ｢組立工程｣の労働者によって加工作業や組立作業と分かち

難 く行われている場合にはこれらの作業は ｢検査工程｣や ｢運搬工程｣には含めず､｢加工工程｣又は｢組

立工程｣に含めている｡

以下各表において同じ｡
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第4表 事業所規模及び集積回路利用機器の導入開始時期別

事業所割合 (導入事業所)

(単位 :罪)

事業所規模 計 39年以前 40-44年 45- 49年 50- 54年 55年以降

計 100.0 0.6 5.9 24.5 40.6 28.3

1,000人以上 100.0 2.5 ,22.0 41.7 28.8 4.6

300- 999人 100.0 0.5 .7.7 31.6 40.2 20.0

陸) 内訳の合計が100にならないのは､計に不明分が含まれるためである｡以下､各表において同じ｡

第5表 事業所規模及び導入理由別事業所割合 (導入事業所)

(M.A.､主なもの2つ以内)(単位 :罪)

事業所規模 計 価格が安くなり､購入可能 関連企業から導入 人手不足への対処 省力化 製品の晶質.精度 製品のコストダウ 職場環境改 三島 その他

t=となったた■ め を要請されたため の ため のため の 向 上の た め ソのため ー1のた め

計 100.0 9.8 3.1 4.6 63.2 62.5 _33.2 4_1 3.9

1,000人以上 100.0 14.4 0.7 2.5 64.5 67.8 36.0 5_6 2.6

300- 999人 100.0 11.9 1.8 3,8 68.3 62.1 31.9 5.3 3.3

.Ⅱ
ME化の雇用に及ぼす影響

1.ME化と雇用をめぐる論議-

NC工作機械や産業用ロボットの導入が省力化.

の効果をもっていることは明らかであ り､ME化

と雇用 ･失業問題こそ労働者にとって最も重要で

ある｡ここで簡単ながら､ME化と雇用 .失業を

めぐる論議を整理しておこう｡

雇用職業総合研究所の報告によれば､ME化が

雇用に及ぼす影響に関する論議は悲観論と楽観論

に大別される｡前者はME化の進展が失業をもた

らすとする見解で､ ｢今後数十年あるいは数世紀

にまったって､オー トメーションによる失業は着実

に増え続け､労働力の90射こ達する｣ (オックス

フォード大学クロスマン教授)などの見解が一例
(ほ

である｡後者は､技術革新はこれまでも経済成長

の源泉であったし､これからもそうであろうとの

見地からME機器の導入を認める見解である｡こ

の見解の一例がOECD報告書 (1981年)のカナ

ダレポートであり､それは次のように述べている｡
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｢- -新技術は明らかに労働需要を減少させは

するが､それは直ちに労働節約的であることを

意味しない｡問題の中心は資太の相対的価値低

下に伴 う要素代替及び職業移動の問題であって､

労働需給のミスマッチによる摩擦的失業は生じ

るが､他方で情報技術者が不足する｡仮に要素

代替による経済的調整能力が不備であっても､

資未蓄積と経済成長が可能ならば永続的な技術

的失業は避けることができる｣O三

わが国での論議に日を転ずることにしよう｡比

較的早い時期にME化と雇用の問題を扱 ったもの

として､通産省の指導のもとに設置された ｢マイ

クロエレクトロニクスの雇用に与える影響調査委

員会｣ (委員長猪瀬博東大教授)の報告がある｡

これは "ジャパンレポー ト''と呼ばれ､1979年と

81年の二回にわたってOECDに提出されたもの

である｡81年の報告は工業用製品､事務用製品､

民生用機器の3つの分野について実態調査を行な

い､各業種別に雇用インパクトを推計するととも



に､雇用上の問題点を考察して対応策を具体的に

提案したものである冒
この報告の責任者である猪淑博氏は ｢結論の概

要｣として7点を列挙しているが､その5番目は

次のようなものである｡ ｢一方､マイクロコンピュ

ータの普及に伴 う省力化 ･自動化の結果､相当数

の労働人口は､従来の職場を失うことが予想され

るが､わが国における終身雇用の形態､企業別組

合の存在､職場転換の日常化などの状況からみる

.とき､このことは直ちに失業問題につながるもの
n6

とは考えられない｣｡ このように猪瀬氏はマイク

ロコンピュータの導入が一定数の労働者の職場喪

失 (失業)を招来するとしながらも､終身雇用制

その他の諸要因によって失業問題の発生には至ら

ないとみなしている｡氏にあっては､失業問題を

抑止する要因としていわゆる ｢日太的労使関係｣

を構成する諸要因が念頭に置かれているものと推

察される｡

次に､雇用職業冶合研究所に設置された ｢マイ

クロエレクトロニクスの雇用に及ぼす影響に関す

る調査研究委員会｣ (座長氏原正治郎雇用職業総

合研究所長)の報告をみることにしよう｡これは

1982年8月 (中間報告)､ 83年9月 (第二次中間

報告)､ 84年4月 (最終報告)の3回にわたって

報告されたものである｡その内容はMEの技術的

特性を明らかにしつつ､独自の実態調査を踏まえ

ながら､ME化の雇用総量-の影響､各企業にお

ける雇用への影響およびME化にともなう政策課

題を述べたものである｡84年4月の最終報告は次

のように述べている｡

｢ME導入の雇用総量に及ぼす影響は､(i)その

省力効果､(ii)ME機器生産業及び関連情報サー

ビス業における雇用需要の増大､(iii)新製品の開

発や製品価格の低下による産出量の増大､(iv)M

E化を契機とする経済成長による雇用需要の増

大などによって規定され､ME化が雇用を減少

させるか､増大させるかを一概に結論づけるこ

とはできない｡ しかし､今日までのところ､わ

が国経済においてほ､輸出の増大もあって､深
07)

刻な雇用問題を発生させていない｣0

この見解の要点をまとめてみると次のようにな

る.Q)雇用総量に影響を与える要田として､省力

効果をもつ要因 〔(i)〕と雇用拡大効果をもつ要因

F(ii)～(ivD とがあり､両者の関係で雇用総量が決

まること､② しかし､それらの諸要因は単独で作

用しているのではなく1全体の経済循環のなかで

複雑に関連していること､③雇用総量はこうした

全体の経済循環における投資､生産､消費､輸出

入等の諸関係によって決まるものであり､ME化

が雇用を減少させるか､増大させるかを一概に結

論づけることはできないこと､④現実問題として

は､ME化によって深刻な雇用問題は発生してい

ないこと､以上である｡この見解は前述の "ジャ

パンレポー ト"よりも精赦な理論展開となってお

り､目下のところ､ME化と雇用の関係をめく･る

論議のなかで一つの定式的見解になっているとい

うことができよう｡

こうした見解を継東して r昭和60年版労働自書｣

(以下､F自書｣と略記)は次のように述べている｡

｢技術革新が雇用に及ぼす影響､特に雇用量-の

影響について､これを他の要因から分離 し明確な

形で示すことには多 くの困難が伴い､かつ､各々

の企業がME楼器の導入に際して意図しているよ

うな省力化効果が経済全体としてみた場合にも該

当すると短絡的に考えることはむしろ適切ではな
Oヰ

いと思iっれる｣｡

さらに､F自書｣は技術革新が雇用に及ぼす影響

を､(1)生産過程の技術革新による効果､(2)技術革

新による新製品の開発､晶質向上にともなう効果､

に分けている｡(1)については､各部門の労働生産

性 1%の上昇が産業全体の雇用に対しどの程度影

響するのかを総務庁等 ｢昭和45-50-55年接続

産業連関表｣によって試算している｡そ して､製

造業ではプラスの効果をもつ部門がみられるとし､

具体的に､ラジオ ･テレビ受信機､事務用機械､

電子計算機 ･同付属装置､自動車等の部門をあげ
uS

ている｡

(2)については､IC(集積回路)を例 として､製

品の IC化によってどの程度生産が増加 したかを

機械関連部門に限定して分析し､ ｢50年から55年

までの生産全体の増加のうち機械関連部門での製

品の IC化による直接効果が 5%程度､波及効果
eq

を含めると12ヲg程度と推計される｣と述べている｡

こうして F自書｣はME化を直接的に雇用減少

に結びつける見解を退けるとともに､ME化が生

産と雇用を増大させる効果をもつことを例示的に
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述べている｡r白書｣は､慎重にもME化が ｢失業増

の要因となる可能性｣に言及しているが､その全体
亡l】

の論調は ｢楽観論｣に貫かれているといえよう｡

これに対して､ME化が雇用に否定的影響を及

ぼすとの見解が表明されている冒 こうした見地に

立つ論者の一人である戸木田嘉久氏の見解をみて

おくことにしよう｡氏は ｢今日の情報化と労働者

階級の構成 ･状態の変化｣を扱う場合､ ｢根太的

に重要なことは､国家独占資太主義の危機と政府

･独占の80年代戦略､そのもとでの情報化､すな

わちME(マイクロ-レクトpニクス)化を技術

的手段とした｢合理化Jの展開､-そういう枠組み

のもとで労働者階級の構成と変化を分析すること

であろう芋と述べている｡ME化一般ではなく､

資太主義的利用のもとでのME化として､さらに

具体的には､現代の国家独占資本主義の危機と危

故対応戦略としての F合理化｣の一環であるME

化として分析するのが氏の基本的視点である｡

以上のような視点に立 って､戸木田氏はME化

が労働力構成に与える変化を次の五点にまとめて

いる｡第一は ｢労働の二極分解｣である｡｢技能

系従業員｣のもつ旧型熟練が陳腐化､不要化し､

ME機械 ･機器の監視 ･保守労働が生産過程の中

心となるとともに､新たに､システム設計､プロ

グラミング等の知的労働が発生する｡OA化の進

展もオフィス労働における ｢労働の二極分解｣を

生み出している｡第二は､こうした熟練の陳腐化

と無用化が中高年の ｢技能系従業員｣や太雇いの

女子労働者を職場から排除しつつあることである｡

第三は､こうした中高年労働者や女子労働者の排

除と関連して､労働力構成が ｢男性化｣､ ｢若年

化｣しつつあることである｡第四は､工場･オフィ

スにおいてソフトウェア労働などの知的労働の比

重が高まり､正規労働力として大学卒､とりわけ

理工系大学卒の比重が高まっていることである｡

第五は､ME化が単純化された労働を生み出すこ

とにより､パート･臨時労働者の比率が増大して

いることである｡

以上のような諸点を指摘したのち､氏はME化

のもとでの人員削減､賃金抑制､長時間 ･過密労

働､不安定就労層の増大､労災 ･職業病の発生等

々に言及し､ ｢経済危機とMEF合理化EJの現局

面は･-･中略 --労働者の雇用､賃金､労働の全

120-

側面にわたって､きわめて過酷な状態をもたらし
CzO

ている｣と結論づけている｡

以上にみてきたように､ME化が雇用に及ぼす

影響については見解が対立しているのが現状であ

る｡とはいえ､いわゆる楽観論といわゆる悲観論

を絶対的な対立とみなすことはできないであろう｡

いわゆる楽観論もME化が失業をもたらす可能性

を否定しているわけではなく､いわゆる悲観論も

ME化が新規需要を掘 り起こし雇用を増大させる

可能性をもつことを否定しているわけでもないか

らである｡ME化と雇用の関係については､楽観

論か悲観論かといった形で二者択一的に問題を立

てることは適切ではないと思われる｡ME化 (M

E機器の導入)が省力効果をもっこと､すなわち

雇用を減らす効果をもっことは明瞭であり､この

点を殴味にすることは誤 りである｡しかし､雇用

減少 ･失業がME化という単一の要田のみによっ

てもたらされるものではないことも明らかである｡

ME化の雇用に及ぼす影響は､国際的関係を含む

日永経済全体の動向をふまえつつ､それぞれの工

程､職場､工場､企業､産業等々のレベルで具体

的に把握されねばならないであろう｡

2. ME化と雇用に関する調査結果

ME化が全国的規模での雇用量をどのように変

化させるかということを数量的にとらえることは

困難である｡ここでは､ME化が雇用に及ぼす影

響を労働省 ｢技術革新と労働に関する調査｣にも

とづいて考察することにしよう｡この労働省調査

は集計結果が割合 (罪)で示されているので､例

えば雇用量の増減を実数でとらえることはできな

いが､ME化と雇用についての大まかな動向を知

ることができる｡

(む ME機器導入工程

における労働者数の変化

ME桟器を導入した工程で､導入の前と後を比

べて労働者数がどのように変化したかをみたもの

が第6蓑である｡導入工程全体のうち､ ｢配置人

員が減少した｣工程が38.570であるのに対して､

｢増加した｣工程は4.5射 こすぎない｡導入状況

別にみると､ ｢大部分に導入｣した工程では､ ｢

配置人員が減少した｣工程の割合が48.0%となっ

ているから､ほぼ半数の工程で労働者数が減少し



第6表 導入状況及び工程における配置人員の増減状況別工程割合

(導入事業所の工程 )
(単位 :罪)

導 入 状 況 計 配置人員が 配置人員が 無人化 した ほ と ん ど
増 加 した 減 少 した 変わらない

導 入 工 程 100.0 4.5 38.5 1.3 55.5

大部分に導入 100.0 10.0 48.0 2.2 39.4

一部に導入 100.0 3.9 37.4 1.2 57_5

第7表 事業所規模及び工場全体の労働者数の増減率階級別事業所割合 (導入事業所)

それぞれ労働者数が ｢増加した｣及び ｢減少した｣事業所を100とした割合

(単位 :%)

事業所規模 増 加 し た 減 少 し た
計 汁. 50%9%10-19%20-297.30-49%50.-9970100質- 9%10-19% 20-29% 30-49%

計 (4.6)100.0 22.2 31.2 13.8 12.9 6.3J11.7 (弧 1)1∝).0 37.2 27.7 16.5 11.3 6.2

1,000人以上 (3.5)100.0 9.5 33.3 19.0 4.8 14.3 14.3 (40.3)1的.0 40.2 30.3 12.7 11.5 2.0

300- 999人 (4.1)1∝).0 27.1 23.5 15.3 17_6 3.5 12.9 (34.3)100.0 39.6 29.2 15.0 9.6 5.4

Ci) ｢増加した｣欄及び ｢減少した｣欄の( )内の数字は､それぞれ導入事業所に対する労働者数が ｢増加し

た｣及び ｢減少した｣事業所の割合である｡

第8表 事業所規模及び配置転換等の実施状況別事業所割合 (導入事業所)

(単位 :罪)

事業所規模 計 行 っ た (M.A.) ほとんど行わなかつち計 同一事業所内で配置転換した 同一企業内の他事業所へ配置転換した 関 さ係せ会た杜へ出向 解募雇集や を希行望 つ退た敬

計 配転先の部門 計 配転先の部門

生産粥.販売 生産 棉 .販 売

計 100.0 29.5 28.0(1(札0)(97.7)(10.6)3.3(loo.0) (92.0)(43.3) 1.2 0.4 70.4

1,000人以上 100.0 44.8 43.0(100.0)(98.8)(14.6) 6.1(1(刀.0) (97.3)(51.4) 3.1 - 55.0

300- 999人 1(札0 33.0 32.0(100.0)(97.5)(12.8)3.6(100.0) (93.3)(52.0) 1.7 0.2 67.0

100- 299人 1∝).0 25.8 24.2(100.0)(97.5)(8.2)2.8(1∝).0) (89.7)(35_7) 0.7 0.6 74.1
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ていることがわかる｡｢一部分に導入｣した工程

でも､ ｢配置人員が減少した｣工程の割合は37.4

70で4割近 くに及んでいる｡以上から､ME機器

が導入された工程では配置人員が確実に減少して

いることが明らかである｡前述のように､ME機

器を導入する目的の第 1位は ｢省力化｣であった

が､ ｢省力化｣は導入工程に関しては一定の効果

をあげているということができる｡

② 工場全体における労働者数の変化

ME枚器導入の1年前と現在を比べて工場全体

の労働者数の変化をみたのが第 7表である｡｢減

少した｣事業所の割合が30.1プgであるのに対し､

｢増加した｣事業所の割合は4.67.であるから､

ME槙器の導入によって工場全体の労働者数が減

少 した事業所の割合が､かなり高 くなっている｡

｢減少した｣事業所を規模別にみると､ ｢1,000

人以上｣-40.3ヲ岩､ ｢300-999人｣-34.370､

｢100-299人｣-26.87.となっており､大規模

事業所になるほど減少した事業所の割合が高 くな

っている｡以上から､ME機器の導入により工場

全体でも労働者数が減少していること､規模が大

きくなるほど労働者数が減少した事業所の割合も

高 くなることがわかる｡

③ 雇用調整の方法

前述のように､ME機器が導入された土程およ

び工場では労働者数が減少する傾向が強いのであ

るが､それではME機器の導入による ｢排除｣さ

れた労働者はどうなっているのであろうか｡第 8

表のように､ME機器導入事業所全体の約 3割

(29.5プg)で何らかの雇用調整を実施している｡

その内訳は､ ｢同一事業所内で配置転換した｣-

28.0%､｢同一企業内の他事業所-配置転換した｣

-3.3%､ ｢関係会社-出向させた｣-1.2%､

｢解雇や希望退職を行 った｣-0.470となってい

る｡雇用調整策として解雇や希望退職をとる事業

所は0.4%にすぎず､配置転換や出向で切 り抜け

ている事業所が多いことがわかる｡

配置転換された場合の配転先であるが､ ｢同一

事業所内｣の場合は､ ｢生産｣-97.7%､ ｢事務

･販売｣-10.6%となってお り､圧倒的に生産部

門-の配転が多 く､事務 ･販売部門への配転は約

10ヲ岩にとどまっている｡ところが､ ｢同一企業内

の他事業所｣の場合は､ ｢生産｣-92.0%､ ｢事
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務 ･販売｣-43.3%とな っており､事務 ･販売部

門への配置転換を実施した事業所の割合が大きく

増えている｡なお､事務 ･販売部門への配置転換

を実施した事業所の割合は規模が大きくなるほど

高くなる傾向がある｡

④ 教育訓練の実施状況

ME機器の導入にともなう教育訓練には､導入

職場における労働者を対象にしたものと他職場-

配置転換された労働者を対象にしたものがある｡

また､教育訓練の方法としてOJT(OntheJob

Training.通常の職務に就いたまま行なう訓練 )

とoffJT(一定期間職務を離れて行う訓練)がある｡

まず､ME蹟器導入後も引き続き配置されてい

る労働者に対する教育訓練からみていこう｡第 9

表をみると､全事業所の6070がoffJTを行ってい

る｡規模別にみると､規模の大きい事業所ほど実

施した割合も高 くなっている｡教育訓練の方法は､

｢機器メーカー､販売会社が行 う教育訓練｣(76.7

%)､ ｢自社が行 う教育訓練｣ (53.5ヲg)､ ｢親企

業が行 う教育訓練｣(7.370)の順となっている.

規模別にみると､1,000人以上の事業所では､

｢自社が行う教育訓練｣(85.3%)が第 1位である

のに対して､1,000人未満の事業所では､ ｢戟器

メーカー､販売会社が行 う教育訓練｣が第 1位と

なっている｡規模の大きい事業所ではoffJTを自

社で行 う力量をもっているのに対 して､規模の小

さい事業所では較器メーカー､販売会社などの外

部に依存している実状が うかがわれる｡

つぎに､ME機器導入により他の工程､職場-

配匿転換された労働者に対する教育訓練の実施状

況はどうであろうか｡第10表は同一事業所内で配

置転換したケースであるが､これをみると､約 4

割(38.1%)の事業所で教育訓練を実施しているこ

とがわかる｡そのほかに､規模の大きい事業所ほ

ど教育訓練を実施した割合が高 くなっていること､

生産部門よりも事務 ･販売部門-配置転換された

労働者に対して教育訓練を実施した事業所の割合

が高いことが示されている｡

⑤ 採用者数の変化

ME機器の導入によって採用者数はどのように

変化したであろうか｡第11表のように､ME機器

を導入した工程では､｢増加した｣-37.2%､｢減

少した｣147.2ヲgとなってお り､ ｢減少した｣工



第 9表 事業所規模及び配置労働者に対する教育訓練の実施状況別

事業所割合 (導入事業所)
(単位 :罪)

事業所規模 計 行 っ た 行 わ な か っ た
計 教育訓練の方法(M.A_) 計 行わなか った理由

1自社が行 う教育訓練機 器 メ-カー,販売会社が 行う教育訓放親企業が行う教 育訓 練 その他 技 能 ll配円転換で 碓 抹したから 必要な技な労働_古の採川 によ っ て確 保 し六二か ら 必 要 な技能 はOJTで対地し たか ら 必要がなかつた から

計 leo_0 60.0(100.0)(53.5)(76.7)(7.3) (3.0)40.0(1∝).0) (6.7) (1.7) (51.5)(39.1).

1,000人以上 leo.0 65.3(100.0)(85.3)(72.7)(1.8) (2.3)34,5(100.0) (3.8) (0.5) (83.3)(12.0)

300- 999人 100.0 63.8(100.0)(61.4)(75.5)(6.6) (3.0)36.2(1(刀.0) (5.8) (0.7) (62.5)(30.3)

100- 299人 100.0 57.5(leo.0)(44.6)(77.9)(8.4) (3.1)42.5(100.0) (7.4) (2.3) (43.6)(45.6)

匪) 1)｢配置労働者｣とは,導入工程に導入後も引続き配置されている労働者をいう｡
2) ｢教育訓練｣とは､一定期間職務を離れて行うものをいう.

第10表 事業所規模及び配置転換先別配転者に対する

教育訓練を実施 した事業所の割合(導入事業所)

同一事業所内で ｢配置転換 した｣事業所を 100とした割合
(単位 :罪)

事業所規模 計 配 転 先 の 部 門
生 産 部 門l 事務 .販売部門

汁 38.1 ヽ (38.4) (50ー7)

1,000人以上 46.2 (45.9) (55.3)

300- 999人 41.0 (41.1) (52.3)

100- 299人 34.4 (34.8) (47.2)

組 1) ( )内の数字は､それぞれ ｢生産部門｣及び ｢事務 ･販売部門｣-の配置転換を実施した事業所を
100とした割合である｡

2) ｢配転者｣とは､ ｢機器｣の導入に伴って導入工程から事業所内の他の工程や部門へ配置転換された
労働者をいう｡

第11表 導入状況及び工程における採用数の増減別工程割合 (導入事業所の工程)

採用面において ｢かな り変化した｣工程を 100とした割合
(単位 :罪)

導 入 状 況 計 採 用 数 採 用 労 働 者 の 種 類大 卒(理工系) .大 卒(琴]二系以外) 高卒男子 高卒女子 ノi-トタイマー

増加 減少 増加 減少 増加 減少 増加減少 増加 減少 増加減少
した した した した した した したした した した したした

導 入 工 程 (13.0)100.0 37.2 47.2 36.0 7.4 4.7 14.2 37.5 32.6 17.2 25.1 18.5 21.9

大部分に導入 (28.0)1的.0 44.9 41.1 44.9 6.1 5.0 14_7 43.8 28.7 22.8 25.6 17.7 20.8

一部に導入 (ll.1)leo.0 34.8 49.1 33.3 7.8 4.6 14.1 35.5 33.8 15_5 25.0 18.8 22.8

匪)( )内の数字は､導入事業所の工程に対する採用面において ｢かなり変化した｣工程の割合である0
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第12表 事業所規模及び工場全体の採用数の増減別事業所割合 (導入事業所)

採用面において ｢かなり変化 した｣事業所を 100とした割合

(単位 :罪)

事業所規模 計 採 用 数 採 用 労 働 者 の 種 類大 卒(理工系) 大 卒(理工系以外) 高卒男子 高卒女子 パ ートタイマー

増加 減少 増加 減少 増加 減少 増加 減少 増加 減少 増加 減少
した した した した した した した した した した した した

計 (ll.2)loo.0 40.2 45.3 42.6 6.2 8.7 14.5 39.5 29.4 21.1 23.9 22.2 20.9

1,000人以上 (15.9)1(刀.0 31.3 59.4 44.8 9.4 8.3 19.8 22.9 53.1 12.5 40.6 12.5 21.9

300- 999人 (ll.4)100.0 34.5 52.5 47.9 10.5 8.4 22.3 36.1 35.7 23.1 30.7 23.9 24.8

紬 ( )内の数字は､導入事業所に対する採用面において ｢かなり変化した｣事業所の割合である｡

第13表 導入状況及び工程における労働者括成の変化状況別工程割合 (導入事業所の工程)

労働者構成が ｢かなり変化 した｣工程を 100とした割合

(単位 :罪)

導 入 状 況 計 男子比率 年齢構成 熟 練 工 単純.未熟練工 技 術 者
上昇 低下 若年化 高齢化 増加 減少 増加 減少 増加 減少
-した した し た し た した した した した した した

導 入 工 程 (15.9)100.0 44.3 31.2 50.3 24.3 13.9 60.2 46.1 23.3 58.6 13.8

大部分に導入 (33.6)100.055.6 26.0 52.3 23.0 17.9 56.3 49_4 21.4 71.3 8.8

一部に導入 (13.7)100.040.9 32.8 49.8 24.6 12.6 61.4 45,1 23.9 54.7 15.4

ef) ( )内の数字は､導入事業所の工程に対する労働者構成が ｢かなり変化した｣工程の割合である｡

第14表 事業所規模及び工場全体の労働者構成の変化状況別事業所割合 (導入事業所)

労働者構成が ｢かなり変化 した｣事業所を 100とした割令

(単位 :%)

事業所規模 計 男子比率 年齢構成 熟 練 工 単純.未熟紅 二 技 術 者
上昇 低下 若年化 高齢化 増加 減少 増加 減少 増加 減少
した した し た し た した した した した した した

計 (12.2)1∝).0 48.4 26.6 48,4 24.9 15.3 54.8 44.8 23.0 63.0 11.6

1,000人以上 (15.9)1m057_3 20.8 28.1 37.5 17ー7 55.2 33.3 34.4 77.1 6.3

300- 999人 (12.7)100.052_3 27.8 42.5 33.5 11.7 59.0 46.2 19.5 58.6 12.4

幽 ( )内の数字は､導入事業所に対する工場全体で労働者構成が ｢かなり変化した｣事業所の割合である｡
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程の方が ｢増大した｣工程を上まわ っている｡ し

かし､導入状況別にみると､ ｢大部分に導入｣工

程では採用数が ｢増加した｣工程-44.970､ ｢減

少した｣工程-41.1%でわずかながら､ ｢増加し

た｣工程の割合の方が ｢減少した｣工程の割合よ

りも高くなっている｡

同じく第11表によって採用労働者の種疑ごとに

その増減傾向をみておこう｡｢増加した｣工程の

割合が ｢減少した｣工程の割合を上まわっている

のは ｢大卒 (理工系)｣と ｢高卒男子｣である｡

それ以外の種類の労働者についてはすべて ｢減少

した｣工程の割合の方が ｢増大した｣工程の割合

よりも高くなっている｡とりわけ､ ｢高卒女子｣

採用の ｢減少した｣工程が25.1%と高い比率を示

している｡

つぎに､工場全体の採用労働者数の変化をみて

おこう｡第12蓑によれば､採用労働者数が ｢増加

した｣事業所の割合が40.2%､ ｢減少した｣事業

所の割合が45.3%であり､ ｢減少した｣事業所の

割合の方が大きい｡規模別にみると､規模が大き

くなるほど ｢減少した｣事業所の割合が高くなり､

規模が小さくなるほど｢増加した｣事業所の割合

が高くなっている｡採用労働者の種類ごとの増減

は､前述の導入工程と同じように､ ｢大卒 (理工

系)｣と｢高卒男子｣が増加する傾向を示し､｢大

辛 (理工科系以外)｣と ｢高卒女子｣で減少する

憤向を示している｡

以上から､採用労働者数に関して､(1)導入工程

でも導入事業所でも減少した割合の方が高いこと､

(2)しかし､減少した割合と増加した割合との間に

大きな差はないこと､(3)大規模な事業所ほど減少

する割合が高いこと､(4)理工系大卒と高卒男子の

採用が増加する傾向にあるのに対して 理工系以

外の大卒と高卒女子の採用は減少する傾向にある

こと､等々が読みとれる｡

⑥ 労働者構成の変化

ME機器の導入によって労働者の構成はどのよ

うに変化したであろうか｡第13表により導入工程

における変化をみることにしよう｡まず､ ｢男子

比率｣については､ ｢上昇した｣工程が44.3プ岩､

｢低下した｣工程が31.2プgで男子比率の上昇した

工程の割合が高くなっている｡｢年齢構成｣につ

いては､ ｢若年化した｣工程が50.3%､ ｢高齢化

した｣工程が24.3%で年齢構成の若年化した工程

の割合が高くなっている｡ ｢熟練工｣については､

｢増加した｣工程が13,9%､ ｢減少した｣工程が

60.2%で､熟練工の減少した工程の割合が高くな

っている｡｢単純 ･未熟練工｣については､ ｢増

加した｣工程が46.1%､ ｢減少した｣工程が23.3

%で､単純 ･未熟練工の増加した工程の割合が高

くなっている｡｢技術者｣については. ｢増加し

た｣工程が58.6%､ ｢減少した｣工程が13.8%で､

技術者の増加した工程の割合が高くなっている｡

以上はME機器導入工程における調査結果であ

るが､導入事業所全体の労働者構成の変化も導入

工程と基本的には同じ傾向を示している｡ (第14

表参照)｡ こうして､ME機器導入にともなう労

働者構成の変化の特徴を要約してみると､男子比

率の上昇 (女子比率の低下)､若年労働者の増加

(中高年労働者の減少)､熟練工の減少 (単純 ･

未熟練工と技術者の増加)､ ということになる｡

第13表のデータは ｢労働者構成がFかな り変化し

た｣工程を100とした割合｣を示したものである

から､過度の一般化は差し控えねばならないが､

上記に要約した労働者構成の変化の諸特徴はME

化にともなう労働者構成の変化の基本的方向をさ

し示しているといえよう｡

3.ま と め

これまで､ME化が雇用に及ぼす影響について

の論議をフォローするとともに､この問題に関連

するかぎりで労働省の実施した調査結果について

検討してきた｡ここで､総括的に3つの点を考察

して本節のまとめとしたい｡

第-は､ME化は導入工程､導入工場のレベル

においては､明確に雇用を減少させる効果をもつ

ということである｡このことを前述の調査結果で

もう一度確認しておこう｡

すでに述べたように､ME機器導入の三大理由

は､①省力化のため､②製品の品質 ･精度の向上

のため､③製品のコス トダウンのため､ というも

のであった｡企業は省力化 - 人減らしを主要な

(唯一ではない)目的としてME機器を導入する

のである｡このことをまず確認しておきたい｡

つぎに､ME機器の導入は工程､工場における

労働者数の減少 (雇用量の減少)をもたらすとい
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うことである｡前項①､②で､ME墳器を導入し

た工程､工場における労働者数の変化をみたが､

労働者数の減少 した工程､工場の割合の方か､労

働者数の増加した工程､工場の割合よりもはるか

に大きかったのであるC.9さらに､前項⑤でみたよ

うに､ME機器の導入は新規採用者数を減少させ

る効果をももっていたのである｡

以上から､ME擬器の導入は工程､工場におい

て雇用を減少させる効果をもつことが確認できる

であろう｡それでは､工程や工場から ｢排除｣さ

れた労働者はどうなるかと言えは､多 くの場合､

彼らは配置転換や出向となるのであり､解雇や希

望退職の割合はごく低いものであった (前項③)0

そして､配置転換された労働者には教育訓練か実

施され､規模の大きい工場ほど実施する割合も高

くなっていたのである (前項④)0

第二は､ME化は企業 ･職場における労働者(労

働力)構成に一定の変化を引き起こすことである｡

この意味で､ME化は多かれ少なかれ従来の企業

秩序をゆるがす作用をもっている｡前項⑥でみた

ように､ME化にともなう労働者構成の変化の特

徴は､端的に言えは､(1)男子比率の上昇 (男子化)､

(2)若年労働者の増加 (若年化)､(3)熟練工の減少､

である｡もちろん､ これは全体的傾向であって､

個々の企業､職場でかなりの差異があることは当

然である｡

(1) 男子比率の上昇

前述のとおり､ME化は男子比率を上昇させる｡

一般枚械､電気機器､精密機器などの分野で男子

比率の上昇が目立 っていざ.0これらの分野ではM

E機器の導入が著しく､その結果として男子比率

が上昇 したもuJである｡とくに､電気機器は女子

比率の高い分野であ ったが､ME化にともなって

男子比率が急激に上昇 している｡こうした男子比

率の上昇 (女子比率の低下)は､前項(9でみたよ

うに､ ｢高卒女子｣の採用者数の減少傾向からも

裏づけられよう｡男子比率上昇の要田として､M

E化による技能の高度化と技術者の増加､交替制e7)
の導入など勤務形態の変化などがあげられる｡
(2) 若年労働者の増加

ME化は企業 ･職場における年齢構成を若年化

させる｡ME機器導入工程におけるJ若年化した｣

工程q)割合は50.37.､ ｢高齢化した｣工程の割合
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は24.37.であった し第13表)｡ 導入事業所におい

ても､ ｢若年化 した｣の割合が48.470､ ｢高齢化

した｣割合が24_97.であった (r実態J 36ペ ー ジ

の第32表参照)｡工程においても､事業所におい

ても若年化が進行しているのである｡

年齢構成が若年化する要因としては､まず､技

能の高度化があげられる｡ME機器導入にともな

う技能の変化を労働省調査でみると､技能の変化

の生じた工程のうち､ ｢従来の技能の他に新しい

技能が必要になった｣工程の割合が63.1%でもっ

とも多 く､ついで､ ｢より高い水準の技能が必要

にな,た｣が24.2%とな,ているC.9っまり､ME

機器導入職場において､労働者は (すべてではな

いが)従来の技能に加えて新 しい技能を身につけ

た り､従来の水準を越える技能を修得することが

求められているのである｡通常､新しい技能の修

得は中高年労働者よりも若年労働者の方が容易で

あり､こうした事情が若年化を促進しているので

ある｡

もう一つは､ME機器導入にともなう勤務形態

の変化である｡ME塩器の価格は一般に高額であ

るから､導入工場では機器の夜勤率を高めるため

に交替制勤務を採用する場合がある｡交替制勤務

のもとでは深夜労働が増えることになり､労働条
el

件は肉体的にも厳しいものとなる.こ うした事情

も中高年労働者を減らし若年労働者を増やす傾向

を強めるのである｡

一般的に言えは､ME化によって若年労働者が

増加するプロセスは､同時に中高年労働者が職場

から離脱する (配転､出向など)プロセスでもあ

る｡ME化に対応しうる適切な教育訓練を実施し､

中高年労働者の技能水準と職場適応力を高めてい

くことが大きな課題となっている｡

(3) 熟練工の減少

ME化は熟練工を減少させ､技術者と単純 ･未

熟練労働著を増加 させる｡第13表と第14表から熟

練工の減少傾向は明らかである｡技術者について

もその増加傾向を確認することができる｡単純 .

未熟練工の増加については一定の留意が必要であ

る｡まず､単純･未熟練工の ｢増加した｣割合 (40

%台)と ｢減少した｣割合との差が､熟練工や技

術者の場合ほど大きくないことである｡さらに､

第14表にみられるように､従業員 1,000人以上の



工場では ｢減少した｣割合の方がわずかながら

｢増加した｣割合を上まわ っているのである｡そ

うした留意のうえで､単純 ･未熟練工の増加を一

つの全体的傾向として理解することはさしつかえ

ないと思われる｡

熟練工が減少する理由は､ME機器が熟練労働

者にとってかわるからである｡すなわち､熟練労

働者の行なっていた作業はME機器が行なうとこ

ろとなり､そのかぎりで熟練労働者が ｢省力化｣

されるのである｡例えは､NC工作機械は熟練労

働者に代 って加工作業を自動的に行なう｡これま

で熟練労働者の仕事の中心であり､もっとも熟練

技術を要した加工作業が熟練労働者の仕事でなく

なるO従来の汎用工作楊竃で作業する場合は 1台に

つき最低 1人の熟練労働者が必要であった｡ しか

し､NC工作機械の場合は 1人の労働者が数台を

担当する (｢多台もち｣という)ことができ､し

かも､その労働者は必ず しも熟練労働者でなくて

もよい｡ME化が熟練労働者を減少させる一つの

例である｡

こうして､ME機器の導入は熟練労働者を減少

させるが､このことは熟練労働者が不要になるこ

とを意味するものではない｡彼のもつ熟練技術は

プpグラミング等に生かされているLOO.ME化に

対応する新しい技能も従来の熟練技術を基礎にし

て形成されることが多いからである｡とはいえ､

従来の熟練技術はそのままでは通用しがた くなっ

ていることも確かである｡結局､ME化は従来の

熟練技術 (熟練労働者)を不要にはしないが､そ

の相対的比重を低下させているのである｡

こうした熟練労働者の減少と相供って､ME化

は技術者と単純 ･未熟練工の増加をもたらす｡M

E機器の操作にはコ./ピュークに関する知識やプ

ログラミング等の情報処理の技術が不可欠である｡

こうした知識 ･技術をもつ労働者 (技術者)はM

E化の進展とともに増大していく｡他方､ME化

は労働をより単純にする側面をもっている｡ME

化のもとでは熟練技術を駆使した労働よりも機器

の監視や保守管理といった比較的単純な労働が比

重を高める傾向にある｡このことが単純 ･未熟練

工を増大させる一因である｡

第三は､現状ではME化が深刻な雇用 ･失業問

題を発生させるに至 っていないのはなぜかという

ことである｡ME機器はその導入工程､導入工場

において雇用を減少させる (省力化)効果をもっ

ていることは既に述べた とおりであるQME扱器

の導入により一定数の労働者が当該工程､工場か

ら ｢排除｣されるにもかかわらず､彼らは配置転

換や出向などでともかくも雇用を保障されること

が多 く､解雇や退職に追い込まれることは少なか

った｡つまり,ME化は現状では大規模な､深刻

な失業を引き起すには至 っていないのである｡

なぜ､このようなことが可能だったのであろう

か｡この点について F自書｣は次の4点を指摘し

ている｡①ME機器の導入が進んでいる電機機械

などの枚械関連部門で需要が大幅に増加し､生産

性の上昇が生産の増加に吸収されたこと｡②中小

企業等では慢性的に技能工が不足状態にあり､M

E機器の導入が直ちに労働者の排出につながらな

いこと｡③産業用ロボットのように､労働者の作業

環境の改善を目的とした導入があること｡④導入

に際して労使の問で事前の協議が行われ､雇用へ

の悪影響を抑える努力がなされていることB.1'

通産省 F生産性向上技術の新事情｣(以下､F新

事情｣と略記)は ｢現在までのところ､ME化も

産業構造のサービス化という大きな流れの中に順

調に組み込まれ､雇用量について深刻な問題とな

るまでには至っていない｣と述べつつ､その要因

として次の3点をあげているBoa①我が国経済が比

較的順調に拡大を続けてきたこと｡すなわち､M

E機器導入により仮に余剰人月が発生しても､そ

れを他の拡大部門で吸収した り､あるいは､また､

新技術の導入が製品の品質向上や価格低下をもた

らすことにより､需要拡大を通じて雇用を拡大し

ていくことを可能にする環境があったこと｡②新

技術の導入による労働力構成の変化に対 し､配置

転換や教育訓練等で対応できるよう労使双方が柔

軟な対応を行ってきたこと｡③ME機器を導入す

る企業の導入目的の全てが省力化ではない (品質

向上その他)ということ｡

以上､ F自書JとF新事情.Jの見解をみてきた

が､両者は視角や表現に多少の違いはあ ってもは

ぼ同一の認識に立っているといえよう｡まとめて

みると､①電機 ･機械産業を中心とする日太経済

の順調な発展､②ME機器の導入とそれにともな

う労働者の雇用についての労使の柔軟な対応､③
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省力化以外の目的でのME機器の導入､ とい う3

点が現状で失業問題を深刻化させていない主な理

由とい うことになる｡ このなかで最 も重要なのは

(丑であろ う｡電機､輸送用機械 (自動車)などを

中心 とす る輸出産業の好調に支えられた 日永経済

の拡大があ ったからこそ､② でい う労使の柔軟な

対応 も可能だ ったのである｡ しか し､ r自書 ｣

(1985年 7月刊 )や ｢新事情｣ (1985年 9月刊 )

の刊行か ら 1年以上を経た現在､ 日本経済の様相

は大きく変化 している｡鉄鋼､造船､石油などの

不況業種における大規模な合理化､急激な円高に

よる輸出産業および関連産業の不振は雇用情勢を

一段 と厳 しいものにしている｡ こうした 月表経済

の現状はME化 と雇用 ･失業の関係について楽観

的な見通 しをもつことを困難にしているといえよ

う｡

【註 】

(1) ME化が労働者の労働生活に与えた影響を分析し

た先駆的著作の一つに剣持一己 rマイコン革命と労

働の未来｣ (日本評論社､1983年)がある｡

(2) ME化と労働組合の対応に関しては､ ｢経済評論

別冊 ･労働問題特集号4 ME革命と労働組合 ｣

(日本評論社､1983年6月)､ r労働運動J1985

年9月号 (特集ME化と労働組合､新日本出版社)､

などを参照｡

(3) ME化という場合､通常､工場におけるME化 (F

A)と事務所におけるME化 (OA)に分けられる

が､本稿は主として工場におけるME化 (FA)を

考察したものである｡

(4) M.A.ジャック編､末包良太訳 rマイク｡エレ

クトロニクス革命｣ (岩波書店､1984年)｡

(5) 通産省 ｢横桟統計年報｣｡労働省編 r昭和60年版

労働自書｣ (日本労働協会､1985年)､122ページ
●

参照｡

(6) 通産省 ｢機械統計年報｣｡同省産業政策局企業行

動課編 r生産性向上技術の新事情 -マイクロエレク

トロニクス化の進展と産業 ･雇用の変化J (通商産

業調査会､1985年)､ 17ページ参照｡

(7) 通産省は1985年から90年までの問に生産額で年

平均16.5%､生産台数で13.9%の成長を予測してい

る (同省産業政策局企業行動課編､前掲書､9-10

ページ)0
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(8) 通産省 ｢機械統計年報｣｡同省産業政策局企業行

動課編､前掲召､9ページ.

(9) 岡部晃三著 ｢技術革新と労働｣ (労務行政研究所､

1985年)､46-49ページQ

(10)-イテクタウンとして知られている長野県坂城町

では､1985年現在､町内344事業所 (工業)におい

て従業員数人の零細企業に至るまで約600台のNC

等数値制御機械が導入されているとのことである｡

(坂城町編 ｢工業の町 ｢坂城 ｣｣)｡ なお､中小企

業-のME機器導入については､森清 ｢町工場のロ

ボット革命.J(ダイヤモソド社､1982年)､同 r中

小工場の可能性｣ (日本経済新聞社､1982年)参照｡

(ll) 下田博次氏は池貝鉄工の熟練工である寺島勝助氏

からの聞き取 りにもとづいて次のように記しているO

｢寺島さんによれは､人間の手の技に比べてNCな

らでは､という加工の能力が二つあるという｡その

ひとつは同じ形状の品物を正確にいくつもつくって

いくという能力である｡もうひとつは､人間にはで

きない形状の削りである｡たとえは胴体部のくびれ

たコーラピソのような形状を削ることなど､人手で

はむずかしい｡しかしNC機ならそうした形状をな

んなく削りあげてしまう｡寺島さんは ｢コーラのピ

ソのアール (曲線)など､横桟的に計算された制御

でなければ削れない｡そうした曲線は手では出せな

い｡一般にNCは段差も多く､形状も複雑な品物の

加工を人間より正確に速くやる｡それはどんな旋盤

のベテランをもってしても勝ち目はないです｡それ

にそうした品物を､いくつも同じかたちで削り出し

ていく｡人間ならどこか形が違ってしまう｡そんな

ことはとてもできませんよ｣という｣ (｢いま労働

の豊かさとは』､朝日新聞社､1983年､41-42ペ

ージ)0

(LZ) この調査は集積回路 (IC)の生産､利用に伴う

技術変化 (いわゆるME化)が労働面全般に及ぼす

影響を明らかにすることを目的として､製造業に属

し､常用労働者を100人以上雇用する民営事業所であ

って､生産部門を有するもの (すなわち事業所の形

態が口二場｣であるもの)から抽出した全国約10.000

事業所を対象として行なわれたものである｡調査結

果は ｢技術革新と労働の実態 ME編｣ (労働法令

協会､1984年､以下､r実感.Jと略記)として刊行

されている｡以下､本文に掲載する表は､とくにこ

とわらないかぎり､すべて r実態.Jから引用したも



のである｡

(13) マイクpエレクトロニクスの雇用に,及ぼす影響に

関する調査研究委員会 ｢マイクロエレクトロニクス

の雇用に及ぼす影響について (中間報告)｣､1982

年 8月､野見山真之編著 rME化と雇用問題.,(日

本労働協会､1985年)､54-55ページ参照｡

(14) 野見山真之､前掲書､55ページ｡

05) 1981年の ttジャパンレポート''の全文は猪甑博監

修 rマイクロコンピュータは失業を生むかEl(コン

ピュータ･エージ社､1981年)､29-77ページ参

照｡なお､1979年の ttジャパンレポート''について

は日本労働協会訳 rマイクロエレクトロニクスJ (日

本労働協会､1982年)､ 177-203ページ参照｡

(16) 猪瀬 博､前掲富､13-14ページ｡なお､念の

ため記しておくと､この引用文は猪瀬氏が前掲書の

｢序論｣で書いているものであり､ ttジャパンレポ

ー ト"のなかの文章ではない｡

07) 野見山真之､前掲喜､103ページ｡

(18) 労働省編 r昭和60年版労働自書J (日本労働協会､

1985年)､124ページ｡

09) r自書.､ 129ページおよび 131ページの第 1-

4回 (部門別労働生産性の上昇が全体の雇用に及ぼ

す影響 昭和55/50年)参照｡なお､労働生産性

の向上が雇用のマイナス要因となる産業部門として

第 3次産業があげられている｡

軸 r自書J､ 134ページ｡

伽 こうした ｢楽観論｣の見地に立つ最近の著作とし

て金森久雄 ･西岡幸一 rマイクロエレクトロニクス

革命｣ (東洋経済新報社､1986年)がある｡本書の

第 8章 (最終章)のタイトルは ｢エレクトロニクス

化は雇用を増やす｣となっている｡

吻 こうした見解をとる論者として､例えは､剣持一

己､下田博次､田中博秀 (｢解体する熟練J､ 日本

経済新聞社､1984年)､大木一訓 (｢ME化の経済

的特質と労働運動｣情報問題研究集団編 ｢コンピュ

ータ革命と現代社会 2 経済 ･産業J所収､大月

書店､1986年)､戸木田嘉久 (rME｢合理化｣と

労働組合｣､大月書店､､1986年)などの諸氏がいる｡

これらの諸氏の問には立場や見解に相違が見られる

こと､いうまでもない｡

幽 戸木田嘉久 ｢情報化と労働者階級｣､ r経済E.

1985年 9月号､24ページ｡

餌 戸木田嘉久､前掲論文､41ページ｡ なお､戸

木田氏とほぼ同一の観点からME化と雇用失業問題

との関連を解明したものとして､加藤佑治 ｢ME

r合理化..の急展開と労働者階級｣(r経済J1986

年 7月号)がある｡

鍋 雇用職業研究所の調査によれは､NC工作機械 1

台あた りの省力効果は0.85人､また日経メカニカル

の調査では産業用ロボ･Jトの省力効果は1.26人と推

計されている (野見山真之､前掲書､125ぺ-ジ)｡

鍋 この点についてのデータは r実態.45べ-ジの第

53表を参照｡

銅 F一自書.､ 167-169ページ参照｡

鱒 くわしくは r実態J28ページの第17表を参照o

蟹か 剣持一己氏は半導体量産工場における24時間操業

体制のもとでの ｢ⅠC型三直二交替制勤務｣を紹介

している｡ ｢ⅠC型三直二交替制は､昼夜の二交替

勤務である｡昼間は午前7時30分から午後 8時まで､

夜間は午後7時30分から明朝午前8時までとなって

おり､-労働日が 12時間30分となっている｡三直

二交替制は三法編成の勤務で､一班が昼間三日間､

夜間三日間を勤務し､その後三日連続の休日がくる､

というかたちで九日で-サイクルするものである｣

(前掲喜､37ページ)｡

朗 ｢焼披工の熟練はNCテープのなかに吸収されて

しまっているoLかし､ここでの問題は､抜放工の

熟練がまったく不要となるのではなく､NC工作扱

枕を中心に再編成されることにある｡最良のNCテ

ープは最良の抜放工から生まれるといわれ､機奴工

のもつ熟練は貴重なものである｡ただそれは､製品

を高能率 ･高精度に生産するための熟練ではなく､

NCテープにモデルを提供するためのものとなって

いるのである｣ (剣持一己､前掲書､54-55ページ､

傍点 一引用者)｡

(3B r白書.､ 169-171ページ｡

的 r新事情｣､77-79べ-ジ｡

く付 記 〉 本稿は､1985年11月30日に開催された

｢第6回長野大学公開講座 地域経済の活性化をど

う進めるか｣における私の報告 ｢ME化のもとでの

労働と労働組合｣の草稿に加筆したものである｡

(1986年 11月 執筆)
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